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1.はじめに

　近年，各地域において地域活性化に資する様々な公共政策について盛んに議論されている．その一つに，地域
経済の活性化を目的として，財の生産性を高めるために，公共投資を行う方法が挙げられる．日本では，公共投
資に関して国と地方自治体の両政府が行っているが，地方分権化の潮流においては，自治体による公共投資につ
いて議論することが重要であると思われる．各地域の自治体が他地域から資本を誘致することを目的として，公
共投資を行う状況においては，公共投資競争が生じる可能性が考えられる．
　他方で，日本では地域によって様々な分野において，地域独自の公共施策が取り組まれている．例えば，埼玉
県では県内の経済活性化を目的として，2002 年に中小企業振興基本条例を策定しており，大阪府八尾市におい
ても中小企業地域経済振興基本条例を制定し，市内の中小企業振興を進めている（植田 (2005)）．自治体による
福祉施策として，例えば島根県吉賀町では，中学校卒業までの医療費の自己負担を無料にしており，熊本県上天
草市では，ひとり親家庭等医療費助成として，一部負担金の 3 分の 2 を助成している（三菱総合研究所 (2014)）．
また，育児関連では，広島県世羅町は保育料の半額を助成しており，介護関連では，島根県吉賀町が介護福祉の
教育体制を充実し移住を促進するために，介護福祉資格取得支援を行っている（三菱総合研究所 (2014)）．
　このように，地域によって様々な公共政策が行使されているが，財政的な予算制約があるため，地域によって
は自地域の経済振興を重視する自治体や医療・介護サービスの充実を重視する自治体等も考えられる．したがっ
て，各地域の自治体が様々な目的をもって公共政策を決定する状況について議論することが必要である．このよ
うな現状を背景として，本稿では，自治体により重視される公共政策の目的と自治体間の公共投資競争の関係に
ついて考察する．
　自治体による公共投資競争に関する理論的研究には，Keen and Marchand (1997)，Matsumoto (1998)，Hindriks 
et al. (2008)，Dembour and Wauthy (2009)，Ohno (2015) 等がある．
　Keen and Marchand (1997) では，同質的な地域を想定して，各地域の自治体が公共投資と資本課税率を独立的
に決定する場合について理論的に分析している．主な結果として，均衡においては，資本課税率は過小な水準と
なり，公共投資は過大な水準に至ることを示している．Matsumoto (1998) では，各地域の自治体が資本課税によ
る財源で公共投資を行う場合について分析を行い，均衡においては公共投資が過小な水準になることを示してい
る．
　また，Hindriks et al. (2008) では，政策決定のタイミングに注目し，各地域の自治体が公共投資の水準を決定
した後に，資本課税率の水準を決定する場合について分析を行っている．主な結果として，均衡においては公共
投資が過小な水準に至ることを示している．これは，各自治体が第 1 段階の公共投資の水準を増加させると，第
2 段階の均衡における資本課税率の水準がより低下することになり，租税競争を緩和するために第 1 段階で公共
投資を減少させるインセンティブが各自治体にはたらくことが起因している．また，税収均等化の移転政策の効
果についても分析されている 1）．
　さらに，Dembour and Wauthy (2009) では，自治体が行う公共投資にスピルオーバー効果が伴う状況を想定して，
各地域の自治体が公共投資の水準を決定した後に，資本課税率の水準を決定する場合について分析されている．
　このような自治体による公共投資競争に関する理論的研究では，地方公共財供給にスピルオーバー効果が伴う
状況を想定した分析は行われていない．そこで，Ohno (2015) では，Hindriks et al. (2008) のモデルを参考にして，
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自治体による地方公共財の供給にスピルオーバー効果が伴う状況を想定して公共投資競争について分析してお
り，さらに国の補助金政策が公共投資競争に与える影響についても分析している．主な結果として，スピルオー
バー効果が大きいほど，均衡における公共投資水準は社会的に望ましくなることを示しており，さらに，公共投
資に対する補助率の引き上げは公共投資競争を緩和させる可能性があることを示している．
　また，公共投資競争に注目して，政府と公企業との間のソフトな予算制約の問題について理論的に分析した代
表的な先行研究に Qian and Roland (1998) が挙げられる 2）．彼等は，ソフトな予算制約に焦点をあてた財政シス
テムの比較分析を行い，中央集権下では均衡においてソフトな予算制約が生じるが，地方分権下では政府は税金
を公企業の救済にあてるよりも，民間企業のためのインフラ整備にあて，自地域に資本を流入させた方が望まし
くなるときには，均衡においてハードな予算制約が実現することを示している．すなわち，地域間での公共投資
競争により，ソフトな予算制約を克服できる可能性があることを明らかにしている．
　三浦・大野 (2008) では，このような Qian and Roland (1998) のモデルを参考にして，各地域における公共イン
フラ投資が他地域にスピルオーバーする状況について分析している．結果として，スピルオーバー効果が大きい
ときには，Qian and Roland (1998) とは異なり，地方分権下におけるハードな予算制約均衡において，公共イン
フラ投資は過小となり，地方公共財供給量は過大となることを示している．
　以上の先行研究では，自治体は自地域の厚生を最大化する目的をもっており，住民の公共財消費からの便益を
重視するか否かに関する議論は行われていない．
　そこで，本稿では，Ohno (2015) を参考にして，地域住民の私的財消費から得る便益と公共財消費から得る便
益のどちらかを自治体が重視するかによって，公共投資競争にどのような影響を及ぼすかについて分析している．
Ohno (2015) では，自治体が地域厚生を最大化する状況を前提として，地方公共財のスピルオーバー効果が公共
投資競争に与える影響や国の補助金政策の効果について分析されているのに対して，本稿では，自治体が住民の
公共財消費から得る便益を重視するか否かが，公共投資競争に与える影響について分析している．
　主な結果として，まず，他地域の自治体が公共財消費からの便益を重視するか否かに関わらず，自治体が自地
域の住民の私的財消費からの便益をより重視する程，均衡における自地域の公共投資水準は増加することが示さ
れる．そして，各地域の自治体が住民の公共財消費からの便益よりも私的財消費からの便益を完全に重視する場
合の方が，資本の限界生産性が低いときにおいても，均衡での公共投資が過大な水準となる可能性があることを
示している．

2.モデル

　いま，対称的な 2 地域を想定する．各地域には，住民と企業が存在し，地域を統治する自治体が存在する．各
自治体は公共投資の水準を決定する．公共投資の水準を高めると，企業による財の生産性が向上すると仮定する．
地域 i の自治体による公共投資の水準を Ii (i=1, 2) と表す．地域 i における資本の総量を xi と表す．全地域の資
本の総量を 1 とする．地域 i における財の生産関数を Fi (xi, Ii) とし，次のように表す．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fi (xi, Ii) ＝ (γ＋Ii) xi －
xi

2

2  ⑴

　γ は資本の限界生産性を表し，0 < γ < 1 と仮定する．地域 i の公共投資のコストを ci (Ii) ＝Ii
2⁄ 2 と表す．各地域

において，自治体は資本課税を課し，得られた税収を財源として地方公共財を供給する．ここで，資本課税率は
各地域で同一であり，外生変数とする．したがって，資本課税率を t と表し，地域 i の地方公共財供給量を gi と
表すと，地域 i の自治体の予算制約式は txi＝gi となる．資本が地域間で完全に移動可能であると仮定すると，資
本市場での均衡においては次の条件が満たされる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂F1(x1, I1)
∂x1

＝∂F2(x2, I2)
∂x2

 ⑵

　条件⑵式は地域間で資本の限界生産性が一致する条件を表している．この条件⑵式と資本総量の制約式より，
均衡における各地域の資本需要量が決定される．
　地域 i の厚生を Wi とし，次式のように表す．

05p017-023-oono.indd   18 2016/12/05   17:02:31



1919自治体のタイプと公共投資競争

　　　　　　　　　　　　　　　　Wi＝Fi (xi, Ii) － ∂Fi(xi, Ii)
∂xi

xi＋θgi－
Ii

2

2  ⑶

　⑶式の第 1 項目，第 2 項目は，私的財消費による便益を表している．第 3 項目は，地方公共財を消費するこ
とによる便益を表している．地方公共財消費からの限界便益を θ (0 < θ < 1) と表す．第 4 項目は，公共投資のコ
ストを表している．
　また，地域 i の自治体の目的関数をWi

Gとし，次式のように表す．

　　　　　　　　　　　　　　Wi
G＝ αi { Fi (xi, Ii) －∂Fi(xi, Ii)

∂xi
xi }＋(1－αi) θgi－

Ii
2

2  ⑷

ここで，地域 i の政府による私的財消費からの便益を地方公共財消費からの便益よりも相対的に重視する程度を
αi (0 ≤ αi ≤ 1) とする．
　まず，ベンチマークとしてファーストベスト解を求める．地域 i の厚生⑶式より，2 地域の厚生の和を最大化
する各地域の公共投資水準および資本需要量を導出する．すると次の補題が得られる．

補題 1（Ohno(2015)）社会的に最適な公共投資水準は，I1
o＝I2

o＝t－γ＋2
1となり，社会的に最適な資本需要量は，

ox1＝ ox2＝2
1となる．

3.自治体による公共投資水準の決定

　この節では，各地域の自治体による公共投資水準の決定について分析する．タイムラインは次のようになる．
まず，各地域の自治体が独立的に自地域の公共投資水準を決定する．その後，各地域の企業が資本需要量を決定
する．このようなゲームをバックワードに解いていく．
　まず，資本市場における均衡を求める．均衡における条件⑵式と資本総量の制約式より，資本市場における均
衡資本需要量は次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 rxi ＝
Ii－Ij ＋1

2δ  ⑸

　各地域の自治体は，均衡資本需要量⑸式を読み込んだ上で，他地域の公共投資水準を所与とし，自地域の目的
関数 (4) 式を最大化する公共投資水準を決定する．したがって，次のような地域 i の公共投資についての一階条
件が得られる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　αi
rxi dIi

rdxi ＋(1－αi) θt dIi

rdxi ＝ Ii ⑹

ここで δ＝1 を仮定すると，dIi

rdxi ＝2
1であり，dIi

rdxj ＝－2
1である．条件 (6) 式の左辺は，限界便益を表し，右辺は限界

コストを表している．条件 (6) 式より，地域 i の公共投資水準は次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 rIi ＝
αi Ij－αi－2 (1－αi) θt

αi－4  ⑺

　⑺式は，地域 j の公共投資水準に対する反応関数を表している．いま，⑺式について他地域 j の公共投資に関
する比較静学を行うと次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　dIj

rdIi ＝αi－4
αi < 0 ⑻

　したがって，公共投資水準の決定において，戦略的代替の関係が存在していることがわかる．
　⑺式より，2 地域についての反応関数を連立することによって，次のような均衡における地域 i の公共投資水
準が求められる．

　　　　　　　　　　　　　 *Ii ＝－αi (αj＋2 (1－αj) θt)＋(－αi－2 (1－αi) θt)(αj－4)
(αi－4)(αj－4)－αi αj

 ⑼

　次に，地域 i の均衡投資水準⑼式について，私的財の便益を重視する程度に関する比較静学を行う．
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ここで，資本課税率について t＝2
1と仮定する．すると，均衡における地域 i の公共投資水準⑼式は，次式のよう

になる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　 *Ii ＝
－2αiαj＋2αiαjθ－5αiθ＋4αi－θαj＋4θ

－4αi－4αj＋16  ⑽

　いま，地域 j の自治体が完全に公共財消費からの便益を重視する場合 (αj＝0) を想定する．このとき，⑽式よ
り均衡における地域 i の公共投資水準は次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 *Ii ＝ －5αiθ＋4αi＋4θ
－4αi＋16  ⑾

　⑾式より，地域 i の私的財消費からの便益を重視する程度に関して比較静学を行うと次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　dai

*dIi ＝ (－4αi＋16)2
64 (1－θ) > 0 ⑿

　したがって，⑿式より，地域 i の自治体が住民の私的財消費からの便益を重視すると，自地域における均衡で
の公共投資水準が増加することがわかる．
　他方，地域 j の自治体が完全に私的財消費からの便益を重視する場合 (αj＝1) を想定する．このとき，⑽式より，
均衡における地域 i の公共投資水準は次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 *Ii ＝2αi－3αiθ＋3θ
－4αi＋12  ⒀

　⒀式より，地域 i の私的財消費からの便益を重視する程度に関して比較静学を行うと次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　dai

*dIi ＝ (－4αi＋12)2
24 (1－θ) > 0 ⒁

　したがって，⒁式より，地域 i の自治体が住民の私的財消費からの便益を重視すると，自地域における均衡で
の公共投資水準が増加することがわかる．
　以上の私的財の便益を重視する程度に関する比較静学の分析結果より，次の命題が得られる．

命題 1　競争相手地域の自治体が，公共財消費からの便益を重視する場合と私的財消費からの便益を重視する場
合のどちらのケースにおいても，自地域の住民の私的財消費からの便益を重視すると，自地域における均衡での
公共投資水準が増加する．

　命題 1 の解釈は次のようになる．まず，私的財の便益を重視する程度に関して地域間で対称的な場合について
考察する．この場合，t＝2

1を仮定すると，自地域における私的財の便益を重視する程度が高まると，自地域の公
共投資に関する限界便益が増大する．したがって，自地域の均衡における公共投資水準が増加すると考えられる．
　次に，私的財の便益を重視する程度に関して地域間で非対称的な場合について考察する．この場合には，自地
域における私的財の便益を重視する程度が高まると，自地域の公共投資に関する限界便益が増大する場合と公共
投資に関する限界便益が低下する場合がある．公共投資に関する限界便益が低下する場合においては，自地域の
公共投資水準が減少するが，公共投資水準の決定において地域間で戦略的代替の関係が存在している．したがっ
て，自地域における私的財の便益を重視する程度が高まり，公共投資に関する限界便益が低下する場合には，公
共投資水準の決定における戦略的代替の関係の影響が大きいために，自地域の均衡における公共投資水準は増加
すると考えられる．

4.公共投資水準の決定の効率性

　次に，ファーストベスト解と均衡における公共投資水準を比較し，自治体による公共投資の決定の効率性につ
いて分析する．いま，私的財の便益を重視する程度に関して地域間で対称的な場合 (α1＝α2) について考察する．
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　したがって，αi＝α (i＝1, 2) とする．この場合，均衡における公共投資水準⑼式は次式のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　I*＝－α2－6θtα＋2θtα2＋2α＋4θt
－4α＋8  ⒂

ここで，均衡における投資水準⒂式について，地方公共財消費についての限界便益 θ に関する比較静学分析を行
うと次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂θ
∂I*

＝－4α＋8
2t (－3α＋α2＋2) ≥ 0 ⒃

ここで，0 ≤ α ≤ 1 より，⒃式の符号は非負となる．
　したがって，地方公共財消費についての限界便益 θ が高まると，均衡における公共投資水準が増加することが
わかる．
　この結果の解釈については次のようになる．地方公共財消費についての限界便益 θ が高まると，公共投資に関
する限界便益が増大する．したがって，均衡における公共投資水準が増加すると考えられる．
　また，均衡における投資水準⒂式について，資本課税率 t に関する比較静学分析を行うと次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ∂t
∂I*

＝－4α＋8
2θ (－3α＋α2＋2) ≥ 0 ⒄

ここで，0 ≤ α ≤ 1 より，⒄式の符号は非負となる．
　したがって，資本課税率 t の引き上げは，均衡における公共投資水準を増加させることがわかる．
　この結果の解釈についても，地方公共財消費の限界便益に関する比較静学の解釈と同様に，公共投資に関する
限界便益が増大することに起因していると考えられる．
　次に，均衡における投資水準⒂式とファーストベスト解（補題 1）の差をとると，次式が得られる．ここで，
t＝2

1と仮定する．

　　　　　　　　　　　　　　I*－Io＝－α2－3θα＋θα2＋2α＋2θ－4αγ＋4α＋8γ－8
－4α＋8  ⒅

　α=1 を仮定すると，⒅式より，均衡における公共投資水準とファーストベスト解の差は次のように示される．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I*－Io＝ 4
－3＋4γ ⒆

　⒆式より，I* ＝ IO となる閾値を *γ1と表すと， *γ1＝4
3となる．したがって， *γ1 ≤ γ < 1 のときには，IO ≤ I* が成立し，

0 < γ < *γ1のときには，IO > I* が成立することがわかる．このようなことから，次の命題が得られる．

命題 2　各地域の自治体が住民の私的財消費からの便益を完全に重視する場合，資本の限界生産性が高い（低い）
ときには，均衡における公共投資は過大（過小）な水準となる．

　命題 2 の解釈については次のようになる．均衡における公共投資水準は，⒂式より資本の限界生産性には依存
しない．他方，ファーストベスト解については，補題 1 より，資本の限界生産性に依存し，資本の限界生産性が
高くなると，ファーストベストにおける公共投資水準が減少し，資本の限界生産性が低くなると，ファーストベ
ストにおける公共投資水準が増加することがわかる．したがって，資本の限界生産性が高い場合には，均衡にお
ける公共投資は過大な水準となり，資本の限界生産性が低い場合には，均衡における公共投資は過小な水準とな
る．
　このような命題 2 の直観的な解釈は次のようになる．資本の限界生産性が高い場合には，自治体が公共投資を
増加させ，資本が自地域に流入することによって産出される私的財の限界的な供給量の増加分が大きいために，
各自治体は過剰に公共投資を行うインセンティブがはたらくと考えられる．他方，資本の限界生産性が低い場合
には，自治体が公共投資を増加させ，資本が自地域に流入することによって産出される私的財の限界的な供給量
の増加分が小さいために，各自治体には公共投資を抑制させるインセンティブがはたらくと考えられる．
　他方，⒅式について，α＝0 を仮定すると，均衡における公共投資水準とファーストベスト解の差は次のよう
に示される．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I*－Io＝ 4
θ＋4γ－4 ⒇

　⒇式より，I*＝IO となる閾値を *γ0と表すと， *γ0＝ 4
4－θとなる．したがって， *γ0 ≤ γ < 1 のときには，IO ≤ I* が成立

し，0 < γ < *γ0のときには，IO > I* が成立することがわかる．このようなことから，次の命題が得られる．

命題 3　各地域の自治体が住民の公共財消費からの便益を完全に重視する場合，資本の限界生産性が高い（低い）
ときには，均衡における公共投資は過大（過小）な水準となる．

　このような命題 3 については，命題 2 と同様の解釈をすることができる．
　次に，各地域の自治体が住民の私的財消費からの便益を完全に重視する場合の閾値 *γ1と，各地域の自治体が住
民の公共財消費からの便益を完全に重視する場合の閾値 *γ0を比較すると，次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 *γ1 < *γ0 （ ）21  
　（ ）21 式より， *γ1 < γ < *γ0となる資本の限界生産性の水準が存在することがわかる．
したがって，次の命題が得られる．

命題 4　各地域の自治体が住民の公共財消費からの便益よりも私的財消費からの便益を完全に重視する場合の方
が，資本の限界生産性が低いときにおいても，均衡における公共投資が過大な水準となる可能性がある．

　命題 4 の解釈については，次のようになる．資本の限界生産性が非常に低い場合には，各地域の自治体のタイ
プに依存せずに，均衡における公共投資水準は過小な水準となる．これは，公共投資を増加させ，資本が自地域
に流入することによって産出される私的財の限界的な供給量の増加分が小さいために，各自治体に公共投資を抑
制させるインセンティブがはたらくことが起因している．
　ところが，資本の限界生産性がある程度低い状況においては，各地域の自治体が住民の私的財消費からの便益
を完全に重視する場合，公共投資増加により産出される私的財の限界的な供給量の増加分は小さいが，住民の私
的財消費からの便益を高く評価している．このような住民の私的財消費からの便益を高く評価する程度が大きい
場合には，たとえ公共投資増加により産出される私的財の限界的な供給量の増加分が小さくても，自治体に公共
投資を増加させるインセンティブが生じると考えられる．

5.おわりに

　Keen and Marchand (1997), Hindriks et al. (2008)，Ohno (2015) 等のこれまでの公共投資競争の先行研究におい
ては，地域厚生を最大化することが前提とされており，地域厚生における公共財消費からの便益を重視するか否
かに関する議論は行われていなかった．本稿では，このような点に注目し，各地域の自治体が地域住民の私的財
消費から得る便益と公共財消費から得る便益のどちらかを重視するかによって，公共投資競争にどのような影響
を及ぼすかについて分析を行った．
　主な結果として，まず，他地域の自治体が公共財消費からの便益を重視するか否かに関わらず，自治体が自地
域の住民の私的財消費からの便益をより重視する程，均衡における自地域の公共投資水準は増加することが示さ
れた．そして，各地域の自治体が住民の公共財消費からの便益よりも私的財消費からの便益を完全に重視する場
合の方が，資本の限界生産性が低いときにおいても，均衡での公共投資が過大な水準となる可能性があることが
示された． 
　本稿では，資本課税率を外生変数として，公共投資競争に関する分析を行っている．したがって，今後の課題
として，本稿をベースとして先行研究の Hindriks et al. (2008) 等と同様に，各地域の自治体が自地域の資本課税
率を決定できる状況を想定した場合について分析を行いたいと考えている．
　また，本稿では，公共投資競争に関する分析を行ったが，国の政策的介入に関する分析は行われていない．し
たがって，本稿をベースとして，自治体による非効率な公共投資を是正するような国による財政移転政策に関す
る分析も今後検討したいと考えている．さらに，企業の財の生産技術が地域間で異なる状況を想定した分析も行
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いたいと考えている．
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注

1） Boadway and Flatters (1982) では，地域間で労働移動が存在する場合の分権的な公共政策の決定において，税収を均等化
する財政移転政策の有効性について分析している．また，近年，中央政府による事後的な所得再分配政策や補助金政策
に関する分析が行われている．例えば，Köthenbürger (2004) では，中央政府による事後的な所得再分配政策の行使が租
税競争に与える影響について分析しており，Caplan et al.(2000)，Köthenbürger (2006)，大野 (2006)，Akai and Sato (2008)
等では，地方政府がスピルオーバー効果を伴う地方公共財を供給する状況における中央政府による事後的な所得再分配
政策や補助金政策の効果について分析している．なお，大野 (2012) では，地方政府が公共支出を行い，中央政府が純粋
公共財を供給する状況において，地方税収の地域間格差に注目し，中央政府による事後的な補助金政策の効果について
分析している．

2） 地方財政におけるソフトな予算制約の経済分析については，赤井 (2006) において詳細に説明されている．
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